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１ はじめに 

  静岡県では、不幸にも犯罪等の被害に遭われた犯罪被害者等に対して、権

利利益の保護及び犯罪被害者等を支える地域社会の形成を促進することを目

的に、平成 27 年４月１日「静岡県犯罪被害者等支援条例」（以下「県条例」

という。）を施行し、平成 28 年 10 月 11 日に、県条例第８条（犯罪被害者等

支援に関する推進計画）に基づき、「静岡県犯罪被害者等支援推進計画」（以

下「推進計画」という。）を公表しました。この推進計画は、本県における

犯罪被害者等の支援を県機関が民間支援団体等関係機関と協力し、総合的に

推し進めるための指針となるもので、実施期間は平成 28 年度から令和２年

度までの５年間で、毎年度、施策の実施状況の確認、検証を行います。今

回、令和元年度中に県機関において実施された取組の成果等について、有識

者から意見聴取を行うとともに犯罪被害者等支援推進本部において確認、検

証を行い、その結果を、「静岡県犯罪被害者等支援推進計画検証結果（令和

元年度）（以下「検証結果」という。）」として取りまとめました。 

  今回の検証結果については、翌年度以降の県機関の施策の策定に活用して

いきます。 

 

注）用語の定義 

  ○ 犯罪等･･･犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為 

  ○ 犯罪被害者等･･･犯罪等により被害を受けた者及びその家族又は遺族 

○ 県機関･･･知事部局、教育委員会、警察本部の各所属 

  ○ 民間支援団体･･･犯罪被害者等支援を主たる目的とする民間の団体 

 

２ 静岡県がめざす、犯罪被害者等支援の目指すべき連携・協力のイメージ 

（以下のイメージ図を「関係機関」という。） 
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３ 推進計画の体系（４つの基本理念、４つの重点課題） 

(1) 基本理念  

   県条例第３条に掲げる基本理念の下、犯罪被害者等の人としての尊厳

を重んじ、その置かれている状況に配慮した対応を心掛けるとともに、

関係機関・団体による途切れのない支援や、犯罪被害者等に対する理解

促進のための施策を進め、県民や事業者を含めた「社会全体で犯罪被害

者等を支え、被害者も加害者も出さない安全で安心な静岡県」の実現を

目指しています。 

 

(2)  重点課題 

   犯罪被害者等を取り巻く状況やそのニーズを把握し、「社会全体で犯罪

被害者等を支え、被害者も加害者も出さない安全で安心な静岡県」を実

現するために、今後必要と考えられる施策を体系的に整理する中で、４

項目を重点課題として設定し、それぞれの充実に向けた取組を進めてい

ます。 
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(3) 計画の体系 

国民健康保険課

こども家庭課

警察本部、くらし交通安全課

警察本部

警察本部

県機関

警察本部

警察本部

警察本部、くらし交通安全課、精神保健福祉センター、女性相談センター

くらし交通安全課

教育委員会

犯

罪

被

害

者

等

に

対

す

る

各

種

情

報

の

提

供

重点

課題

障害者政策課

警察本部、くらし交通安全課

警察本部

警察本部

警察本部

警察本部

教育委員会

教育委員会（義務教育課）

男女共同参画課

男女共同参画課

こども家庭課、児童相談所

長寿政策課

経済的な助成に関する情報の提供等（第11条）

基本方針

障害者虐待防止センターにおける相談対応

専門機関の斡旋、連絡調整・民間支援団体への情報提供

犯罪被害者等のための各種団体が行う救済制度の情報提供

暴力団犯罪被害者支援制度の情報提供

取組

ＤＶ防止のための知識の取得、相談場所等の教示

相談及び情報の提供等（第９条）

母子（父子）家庭への医療費の助成制度

損害の回復を図るための情報の提供等（第10条）

指定被害者支援要員による被害者の手引の交付と教示

被害者連絡の確実な実施

市町への施策担当窓口、総合的対応窓口設置の働き掛け

スクールカウンセラーの派遣・学校内相談体制の充実

被害児童、保護者に対する相談機関紹介

児童虐待相談担当者研修の充実、他機関との連携強化

各種相談窓口の充実・担当者の技術の向上

心理学、教育学等の専門職員の配置と相談窓口の充実

関係機関と連携した相談対応、必要な情報の提供

高齢者虐待防止の相談窓口の充実、担当者の技術の向上

対象事件の確実な把握と公費負担制度の適正な運用

指定被害者支援要員による被害者の手引の交付と教示

犯罪被害給付制度の確実な教示と手続の迅速化

税法上の救済制度の情報提供

医療保険の円滑な利用の確保

法テラス民事法律扶助制度に係る情報提供

警察本部

警察本部

雇用推進課

労働政策課

警察本部

警察本部

警察本部

警察本部

公営住宅課

児童相談所、女性相談センター

公営住宅課、くらし交通安全課

児童相談所

こども家庭課

雇用推進課

男女共同参画課

こども家庭課、女性相談センター

こども家庭課、女性相談センター

教育委員会

警察本部

公営住宅課

障害福祉課

こども家庭課、女性相談センター

児童相談所

警察本部

警察本部、児童相談所、女性相談センター

警察本部、女性相談センター

警察本部、くらし交通安全課

警察本部

警察本部

警察本部

教育委員会

精神保健福祉センター

県機関

犯罪被害者の公営住宅使用に伴う市町担当課へ周知働きかけ

カウンセリング費用の公費負担制度について検討する

安全の確保（第14条）

精

神

的

・

経

済

的

支

援

犯罪被害による後遺障害者に対する就業情報の提供

被害者支援カウンセラーの運用

警察学校入校生に対する犯罪被害者支援の研修

被害者支援カウンセラーの運用

居住の安定（第15条）

犯罪現場のハウスクリーニング費用の公費負担

心理的外傷等からの回復（第13条）

ＤＶ被害者・被虐待児童の保護等社会的養護

民間支援団体が行う日常生活の支援

性犯罪被害者に対する公費負担制度の運用

ＤＶ被害者に対する県営住宅の一時使用

ＤＶ被害者、被虐待児童の一時保護施設退所時の支援

犯罪被害者等からの相談受理

加害者からの再被害防止対策の徹底

犯罪被害者等の新規就労、転職支援の実施

性犯罪被害者支援における三者協定の運用

学校関係者に対する虐待発見時の通告義務の徹底

指定被害者支援要員に対する研修

保護命令の積極運用と被害者の安全の確保

犯罪被害者に対する県営住宅の一時使用

関係機関が連携した高次脳機能障害の当事者、家族の支援

要保護児童への立ち直り支援

関係機関連携によるＤＶ被害者の安全確保

一時保護を希望するＤＶ被害者に係る情報の共有

ＤＶ被害者の住民基本台帳閲覧制限の徹底

ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ、ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰの配置・派遣

ＤＶ被害者の自立支援

重点

課題

取組

被害者支援要員の指定と二次的被害防止の徹底

事業主との間の労使問題に係る相談受理

被虐待児童の社会的養護の実施

様々な地域・種類の一時保護委託先の確保

司法解剖遺体の遺体修復費用公費負担

雇用の安定（第16条）

捜査の過程における配慮等（第17条）

基本方針

日常生活の支援（第12条）
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※ 雇用推進課及び労働政策課については、業務統合により、平成 31 年４月１日から労働雇

用政策課に名称変更しました。 

 

※ 長寿政策課については、令和２年４月１日から健康増進課に業務移管しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警察本部

警察本部

県機関

警察本部

警察本部、くらし交通安全課

警察本部

民間支援団体と連携・協働した広報啓発活動の推進

署犯罪被害者等支援連絡協議会の活性化

民間支援団体への情報提供の強化

指定被害者支援要員の弾力的な運用

民間支援団体の見舞金交付への協力

重点

課題

取組

関

係

機

関

相

互

の

連

携

民間支援団体に対する県の支援（第７条第２項）

緊急を要する犯罪被害者等支援の実施（第18条）

基本方針

警察本部

警察本部

警察本部

警察本部、くらし交通安全課

警察本部

くらし交通安全課

くらし交通安全課

男女共同参画課、女性相談センター、児童相談所

精神保健福祉センター

教育委員会（義務教育課）

教育委員会（義務教育課）

教育委員会（義務教育課）

教育委員会（特別支援教育課）

教育委員会（特別支援教育課）

警察本部

警察本部

警察本部

警察本部

くらし交通安全課

警察本部

こども家庭課

警察本部、教育委員会（義務教育課、高校教育課）

教育委員会（義務教育課、高校教育課）

教育委員会（高校教育課）

県機関

警察本部、くらし交通安全課

警察本部、くらし交通安全課

警察本部、くらし交通安全課

学校における教育（第20条）

生命の尊重に関する道徳教育と体験活動の推進

犯罪被害者等支援講演会inしずおかの継続開催

命の大切さを学ぶ教室の開催

理

解

の

増

進

犯罪被害者支援従事者に対する研修（第21条）

意見の反映（第22条）

基本方針

県民の理解の増進（第19条）

児童・生徒が犯罪被害に遭遇したときの危機対応研修の開催

豊かな人間性と社会性の育成

「児童虐待防止静岡の集い」開催による県民の理解の醸成

各種広報媒体を活用した広報啓発の充実

被害者支援貢献者への積極的な表彰による士気高揚

私たちの道徳の配布

指定被害者支援要員に対する研修の実施

こころの教育の推進

犯罪被害者等支援ハンドブックの活用

犯罪被害者週間の集中的な広報、街頭活動の強化

「犯罪被害者等に関するリーフレット」による広報啓発

体験活動を通じた教育の推進

生命を尊重する心情や態度の育成

犯罪被害者等に初期に接する者の研修実施

警察学校入校生に対する犯罪被害者支援の授業を実施

女性地域警察官研修会の開催

警察署相談係員対象の研修会の開催

犯罪被害者等支援従事者に対する代理受傷の研修の実施

県・市町担当者に対する研修会の開催

女性被害捜査官研修会の開催

ＤＶ被害者、児童虐待に係る相談体制整備の研修実施

パブリックコメントの実施

アンケート調査の実施

有識者の意見の反映

重点

課題

取組
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４４４４    重点重点重点重点課題ごとの主な取組（施策）の実施状況課題ごとの主な取組（施策）の実施状況課題ごとの主な取組（施策）の実施状況課題ごとの主な取組（施策）の実施状況    

  主な取組（施策）の実施状況について重点課題ごとに以下のとおり、まとめ

ました。なお、全取組（施策）の実施状況及びそれに対する検証結果は、末尾

にあります。 

   

(1)(1)(1)(1) 犯罪被害者犯罪被害者犯罪被害者犯罪被害者等等等等に対する各種情報の提供（第９条、第に対する各種情報の提供（第９条、第に対する各種情報の提供（第９条、第に対する各種情報の提供（第９条、第 10101010 条、第条、第条、第条、第 11111111 条）条）条）条）    

犯罪被害者等は、犯罪被害に遭うといった直接的被害のほかにも様々な

問題に遭遇し、これらを自力で解決することが非常に困難な状況にあるこ

とから、犯罪被害者等が必要とする情報を適切に提供できる体制の整備及

び窓口担当者の対応能力向上につながる各種施策を行いました。 

 

  ア 指定被害者支援要員による被害者の手引の交付と教示 

    指定被害者支援要員が 537 事件の被害者等に対して被害者の手引を交

付するとともに、各種救済制度について教示しました。【警察本部】 

 

  イ 各種相談窓口の充実・担当者の技術の向上 

   ○ 各自治体に設置された支援窓口（総合的対応窓口）等において、担当

者が他の支援関係機関・団体について把握し、犯罪被害者等がどの窓口

に相談しても必要な支援にたどり着くことができるネットワークの構

築を目的として、｢犯罪被害者等支援ハンドブック作成事業｣を警察庁

と共催し、県内自治体担当者及び犯罪被害者等支援関係機関・団体と協

議を重ね、平成 23 年度に作成した同ハンドブックを大幅に改訂し、関

係機関・団体に配布しました。【くらし交通安全課】 

 

   ○ ｢静岡県性暴力被害者支援センターＳＯＲＡ（そら）｣を運営し、766

件の相談を受け、33 件の同行支援を実施しました。【くらし交通安全課】 

 

  ウ スクールカウンセラーの派遣・学校内相談体制の充実 

○ 政令指定都市を除く県内全公立小・中学校及び義務教育学校（小中一

貫教育校）（489 校）、県立高等学校（24 校）、特別支援学校（12 校）に

スクールカウンセラーを派遣・配置し、相談体制の充実に努めました。

【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】 

 

静岡県犯罪被害者等支援ハンドブック 検討会実施状況 報告会実施状況 
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   ○ 「静岡県性暴力被害者支援センターＳＯＲＡ（そら）」の広報啓発用

カード及びポスターを県内全ての高等学校に配布し、同センターの周

知に努めました。【高校教育課、くらし交通安全課】 

 

  エ 関係機関と連携した相談対応、必要な情報の提供 

    電話や面接により、犯罪被害者等を含む多くの相談者から相談を受け

ました。（女性相談 3,903 件、男性相談 116 件）【男女共同参画課】 

 

オ ＤＶ防止のための知識の取得、相談場所等の教示 

  性暴力及び男女間の暴力に関するシンポジウムを実施しました。また、

高等学校、専門学校、大学の 21 校においてデートＤＶ防止出前セミナー

を開催し、受講者 4,899 人に対し、リニューアルしたデートＤＶ防止パン

フレットを配布しました。【男女共同参画課】 

 

  カ 高齢者虐待防止の相談窓口の充実、担当者の技術の向上 

    高齢者虐待防止等の高齢者の権利擁護に関し、市町等からの電話相談

に応じる相談窓口を開設し、32 件の相談を受けました。また、高齢者虐

待対応を担当する市町等職員を対象に事例検討会及び虐待対応力研修会

を開催しました。【健康増進課】 

 

キ 障害者虐待防止センターにおける相談対応 

障害者虐待防止センターにおいて関係機関と連携して、虐待等の被害

を受けた障害のある人やその関係者からの相談 16 件に対応しました。

【障害者政策課】 

 

  ク 医療保険の円滑な利用の確保 

研修会や実地検査において担当者に対し、加害者の署名が入った損害

賠償誓約書等の有無に関わらず、保険給付が受けられる旨を周知し、医療

保険の円滑な利用の確保に努めました。【国民健康保険課】 

リニューアルしたデートＤＶ防止パンフレット（表紙及び一部内容） 
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  ケ 母子（父子）家庭への医療費の助成制度 

令和元年度の受診件数は 156,533 件で、補助実績は 194,612 千円でし

た。【こども家庭課】 

 

 (2)(2)(2)(2)    精神的・経済的支援（第精神的・経済的支援（第精神的・経済的支援（第精神的・経済的支援（第 12121212 条、第条、第条、第条、第 13131313 条、第条、第条、第条、第 14141414 条、第条、第条、第条、第 15151515 条、第条、第条、第条、第 16161616 条、条、条、条、

第第第第 17171717 条）条）条）条）    

犯罪被害者等は、被害直後だけでなく、中長期にわたり心身の不調や不安

を回復、軽減するための支援が必要な上、犯罪被害により生活が困難にな

るなど、経済的負担も大きいことから、様々な制度を適切に教示し、犯罪被

害者等の精神的・経済的負担を軽減するための各種施策を行いました。 

 

  ア 被害者支援カウンセラーの運用 

カウンセリングを希望する被害者等 26 人に対して、臨床心理士等の資

格を有する警察官によるカウンセリングを 40 回実施しました。【警察本

部】 

 

  イ カウンセリング費用の公費負担制度について検討する 

被害者等９人が受診した 69 回分のカウンセリング等費用（約 235 千円）

を公費にて支出しました。【警察本部】 

 

  ウ ＤＶ被害者・被虐待児童の保護等社会的養護 

   ○ 令和元年度に対応したＤＶ事案は 660 件、児童虐待事案は 989 件で、

事案内容に応じて、ＤＶ被害者への支援措置や児童相談所への通告を

実施しました。【警察本部】 

 

○ 令和元年度に児童相談所（政令市を含む）が行った一時保護（一時保

護所への入所）人数は 666 人で、そのうち虐待を事由とする児童は 396

人でした。【児童相談所】 

 

   ○ 令和元年度に健康福祉センターや市町と協力して実施した一時保護

件数は 61 件で、そのうちＤＶを事由とする一時保護は 43 件でした。

【女性相談センター】 

 

  エ ＤＶ被害者、被虐待児童の一時保護施設退所時の支援 

虐待を事由として一時保護（一時保護所への入所）を行った児童 396 人

のうち、一時保護を解除して家庭へ復帰した児童は 262 人でした。【児童

相談所】 

 

  オ 様々な地域・種類の一時保護委託先の確保 

    ＤＶ被害者の一時保護委託先を 11か所（賀茂地区１か所、東部４か所、

中部２か所、西部４か所）確保しました。【こども家庭課】 
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  カ 被害者支援要員の指定と二次的被害防止の徹底 

    指定被害者支援要員を 654 人（県本部 34 人、鉄道警察隊２人、高速隊

39 人、警察署 579 人）、そのうち女性 145 人を指定し、596 事件において

被害直後から支援活動に従事させました。【警察本部】 

 

(3)(3)(3)(3)    関係機関相互の連携（第７条第２項、第関係機関相互の連携（第７条第２項、第関係機関相互の連携（第７条第２項、第関係機関相互の連携（第７条第２項、第 18181818 条）条）条）条）    

被害者の年齢や性別、被害実態等、個々の事情によって必要とする支援が

異なり、その支援内容は多岐にわたることから、関係機関・団体等がそれぞ

れの役割を適切に果たしていくとともに、各々が連携して途切れのない支

援をするための各種施策を行いました。 

 

ア 民間支援団体への情報提供の強化 

被害者等が情報提供に同意した 24 件について、警察本部から認定ＮＰ

Ｏ法人静岡犯罪被害者支援センターへ事件事故の概要や被害者等に関す

る情報提供を実施しました。【警察本部】 

 

  イ 民間支援団体の見舞金交付への協力 

認定ＮＰＯ法人静岡犯罪被害者支援センターによる被害者等に対する

見舞金や防犯ブザーの交付に協力しました。（見舞金６件、防犯ブザー30

個）【警察本部】 

 

  ウ 署犯罪被害者等支援連絡協議会の活性化 

    令和元年度に開設した警察署を含む県下 28 警察署（全警察署）におい

て、警察署犯罪被害者支援連絡協議会を開催し、関係機関との連携を強化

しました。【警察本部】 

 

(4)(4)(4)(4)    理解の増進（第理解の増進（第理解の増進（第理解の増進（第 19191919 条、第条、第条、第条、第 20202020 条、第条、第条、第条、第 21212121 条、第条、第条、第条、第 22222222 条）条）条）条）    

犯罪被害者等の実態やニーズ、支援に関する施策については、未だ社会

全体の理解が十分に進んでいないことから、県民に対して犯罪被害者等支

援の理解の増進に結びつけるための各種施策を行いました。 

    

  ア 犯罪被害者週間の集中的な広報、街頭活動の強化 

   ○ 認定ＮＰＯ法人静岡犯罪被害者支援センター、県弁護士会、県司法

書士会、法テラス、公益財団法人交通事故紛争処理センター、清水海上

保安部、大学生ボランティアなどと連携・協働し、県庁や大型商業施設

において、県警音楽隊の演奏に併せて広報啓発活動を実施しました。

【警察本部、くらし交通安全課】 



9 

 

○ 性暴力被害に遭われた方を社会で支えるため、被害者が置かれた現

状を周知し、理解を得ることを目的に「性暴力被害について考えるシン

ポジウム」を三島市民生涯学習センターで開催し、104 人が参加しまし

た。【くらし交通安全課】 

 

イ 犯罪被害者等支援講演会ｉｎしずおかの継続開催 

  静岡市、認定ＮＰＯ法人静岡犯罪被害者支援センターと共催して、強盗

強姦殺人事件被害者の遺族である加藤裕司氏による講演会を開催し、約

200 人が参加しました。【警察本部、くらし交通安全課】 

講師による講演 

令和元年 11 月 29 日（金） 

講演会開催状況 

令和元年 11 月２日（土） 

静岡県庁本館前 

令和元年 11 月８日（金） 

ららぽーと沼津 

パネルディスカッション開催状況 

令和元年 11 月 23 日（土） 

シンポジウム開催状況 
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  ウ 「児童虐待防止静岡の集い」開催による県民の理解の醸成 

県民の児童虐待防止への理解促進を目的に、「児童虐待防止静岡の集い」

を開催しました。【こども家庭課】 

 

エ 命の大切さを学ぶ教室の開催 

 ○ 中高生を対象とした命の大切さを学ぶ教室を開催し、遺族による講

話や警察職員による講義を実施しました（中学校３校、高等学校６校）。

【警察本部、義務教育課、高校教育課】 

 

   ○ 高校生の交通安全意識の高揚を図るため、命の大切さを伝える「生

命（いのち）のメッセージ展」を 13 校（うち 10 校で交通事故被害者

遺族による講演を実施）で開催しました。【くらし交通安全課】 

 

５５５５    取組（施策）に対する検証結果取組（施策）に対する検証結果取組（施策）に対する検証結果取組（施策）に対する検証結果    

令和元年度も、各機関それぞれ推進計画に沿った取組（施策）を実施するこ

とができました。 

特に、「静岡県犯罪被害者等支援ハンドブック」の改訂に当たっては、くら

し交通安全課を中心とした県の各機関のほか、市町、検察庁、弁護士会、社会

福祉協議会、民間被害者支援団体等多くの関係機関が協議を重ね、その内容

を充実させることで、相談窓口機能のみならず、関係機関相互の連携につい

ても強化を図ることができました。 

また、被害者支援に関する広報啓発活動においては、これまで行ってきた

広報チラシの配布に加えて、被害者等の手記の朗読を行い、被害者等の声を

県民に届けることで、被害者等が置かれている状況や社会全体で被害者等を

支える必要性等に関する理解の増進を図ることができました。 

今後も、犯罪被害者等が平穏な生活を営むことができるようになるまで、

そのニーズに沿った支援を途切れることなく行っていけるよう、各種取組（施

策）の充実、強化に努めてまいります。 

 

 

 

県内高等学校 県内中学校 
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６６６６    意見の反映意見の反映意見の反映意見の反映    

 (1) 前年度、検証時に提出された有識者意見に対する回答  

   「静岡県犯罪被害者等支援推進計画検証結果（平成 30 年度）」におけ

る静岡県犯罪被害者等支援推進計画有識者検討会委員からの意見に対す

る、県機関からの回答は次のとおりです。 

 
有識者意見 回答 

１ 

 現行の｢被害者の手引｣は見やすく良

いと思います。手引に掲載する情報量

が多くなってしまうことは仕方がない

ことだと思いますので、警察に相談し

やすい環境や雰囲気を被害者の方々に

感じてもらえるようなソフト面でのさ

らなる努力を望みます。 

（第９条関係）

 「被害者の手引」を被害者等に交付

する際には、個々の被害者等に応じ、

必要な内容を説明するとともに、その

要望を確認しながら交付するなど、被

害者等が支援に関して相談しやすくな

るよう配慮しているところでありま

す。 

 今後も、被害者等が相談しやすい雰

囲気・環境づくりに配慮してまいりま

す。 

（警察本部）

２ 

性犯罪被害相談電話｢＃８１０３｣が

執務時間外でも対応可能となったこと

は良いことだと思います。業務多忙等

を理由に相談者への対応がぞんざいな

対応とならないよう、より丁寧な対応

への心掛けを望みます。 

（第９条関係）

性犯罪被害相談電話「＃８１０３」

につきましては、相談受理時に対応す

る警察官の性別の希望を確認し、緊急

性の判断を行った上で適切な対応をす

るよう指示しているところでありま

す。 

 執務時間外を警察本部当直で対応す

るよう改めた結果、相談件数も増加し

ておりますので、今後とも適切に対応

するよう指示を徹底してまいります。 

（警察本部）

３ 

静岡県性暴力被害者支援センター

（愛称ＳＯＲＡ）の開設は昨年度の取

組の中でも大きな成果だと思います。

開設したことに留まらず、性暴力被害

者にとってより良い制度となるよう、

今後、東部・中部・西部・伊豆地区に

おける病院拠点型の同センターの導入

を望みます。 

（第９条関係）

「静岡県性暴力被害者支援センター

ＳＯＲＡ(そら)」の令和元年度の相談

件数は、766 件で、弁護士会、警察及

び病院等へ 33 件の同行支援を実施して

おります。東部・中部・西部に協力病

院を確保しており、今後も関係機関・

団体との連携を強化し、可能性を検討

してまいります。 

（くらし交通安全課）

４ 

児童虐待の痛ましい事件やいじめを

苦にした自殺案件が散見されるので、

県・警察等の積極的な介入を望みま

す。 

（第４条関係）

児童虐待やいじめにつきましても、

他の事案と同様、各種警察活動を通じ

て情報収集に努めるとともに関係機関

と連携し、警察として必要な措置を確

実に遂行してまいります。 

（警察本部）

県では平成 31 年３月に｢児童相談所

と警察との情報共有等の取扱いに関す

る協定」を締結し、児童相談所と警察

の連携を図っています。 
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今後も、児童相談所において児童の

安全確認等が難しい事案などについて

は、警察の協力を受けながら適切に対

応していきます。 

（こども家庭課、児童相談所）

スクールカウンセラーやスクールソ

ーシャルワーカーを配置することで、

相談体制の充実を図り、虐待やいじめ

等に対応しています。 

（義務教育課）

高等学校においては、中学校時にカ

ウンセリングを受けていた生徒、保護

者に対する継続支援の必要性が高まっ

ていることに対応するため、令和元年

度、スクールカウンセラー拠点校を 24

校としました(平成 30 年度は 23 校)。

スクールソーシャルワーカーについて

は、３校を拠点校とし(平成 30 年度は

２校)、引き続き配置校の拡充を検討し

てまいります。 

（高校教育課）

 特別支援学校では、一人一人に個別

の教育支援計画を作成し、保護者、福

祉、医療、保健、警察などの機関と連

携しています。今後も保護者等との連

絡を密にし、未然防止、早期発見・対

応に努めてまいります。 

（特別支援教育課）

５ 

｢デートＤＶ｣という名称が「いじめ｣

と同様、軽く捉えられてしまう傾向が

あると思うので、セミナー受講者に対

し、｢デートＤＶ｣が犯罪になりうる可

能性があるということの周知を望みま

す。 

（第９条関係）

若い世代の男女が、現在及び将来に

わたりＤＶの加害者にも被害者にもな

らないことを目的にセミナーを実施し

ており、デートＤＶに対する正しい知

識や対処方法を伝えています。 

（男女共同参画課）

６ 

施設内における虐待事例は、表に出

てこないことが多いので、県・警察等

の積極的な介入を望みます。 

（第４条関係）

施設内における虐待につきまして

も、他の事案と同様、各種警察活動を通

じて情報収集に努めるとともに関係機

関と連携し、警察として必要な措置を

確実に遂行してまいります。 

（警察本部）

要介護施設従事者等による高齢者虐

待については、老人福祉法又は介護保

険法の規定により適切な権限の行使を

図ってまいります。 

（健康増進課）
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 障害者福祉施設等における従事者等

による虐待については、障害者虐待防

止法及び障害者総合支援法の規定によ

り、適切な権限の行使を図ってまいり

ます。 

（障害者政策課）

７ 

県による犯罪被害者支援のための目

的税の導入の検討を望みます。 

（第４条関係）

他の都道府県の状況を踏まえつつ、

研究してまいります。 

（くらし交通安全課）

８ 

｢各市町の条例制定｣や「命の大切さ

を学ぶ教室｣をはじめ、特に被害関係者

の意見・要望を取り入れた新規施策等、

県が重点的に推進すべき項目を定め、

取り組む必要があると思います。 

（第 22 条関係）

 県が令和元年度３回開催しました

｢犯罪被害者等支援市町担当研修会」

では、犯罪被害御遺族の講演や、御遺

族を講師として、関係機関との合同グ

ループワーク等を実施し、被害者に寄

り添った意見要望等を共有しておりま

す。 

また、被害者の要望を聴き取る静岡

県版の「ニーズアセスメントシート」

や犯罪被害別の静岡県内の支援体制を

可視化したシート等を追加した「静岡

県犯罪被害者等支援ハンドブック」を

作成し、市町、警察署及び県内犯罪被

害者等支援関係機関・団体へ適正な支

援に役立てていただきますよう 700 部

配布いたしました。 

被害関係者からの意見・要望を踏ま

えつつ、重点的に推進すべき項目を盛

り込んだ第２次静岡県犯罪被害者等支

援推進計画の策定に取り組んでまいり

ます。 

（警察本部、くらし交通安全課）

９ 

他の都道府県の施策等を参考にする

ことはもちろんですが、それにとらわ

れることなく、被害者支援として有効

な施策と認められれば、本県独自であ

ろうと積極的な取組を望みます。 

（第４条関係）

各自治体において設置された支援窓

口（総合的対応窓口）において、担当

者が他の支援関係機関・団体について

把握し、犯罪被害者等がどの窓口に相

談しても必要な支援にたどり着くこと

ができるネットワークの構築を目的と

して、令和元年度に「静岡県犯罪被害

者等支援ハンドブック作成事業」を実

施し、県・市町、警察及び県内の犯罪

被害者支援関係機関・団体の担当職員

と被害者に寄り添った支援について検

討を重ねました。 

 この結果、被害者等のニーズを把握

し、円滑な支援を行うための、静岡県

独自の共通支援ツールを作成し、「静

岡県犯罪被害者等支援ハンドブック」

に掲載することができました。 
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今後も静岡県独自の積極的な取組を

検討してまいります。 

（くらし交通安全課）

10 

静岡県性暴力被害者支援センター

（愛称ＳＯＲＡ）に寄せられた相談件

数が当初の想定を上回ったという発表

がありました。今後、さらに実績が伸

びるようであれば、必要に応じてスタ

ッフの増員等、体制の強化を望みま

す。また、同センターに対する県民の

認知度を向上し、理解を促すために

も、イメージがつかめるような効果的

な広報を望みます。 

（第９条関係）

県内高校、専修学校、短大、大学の

新入学生に対し、静岡県性暴力被害者

支援センターＳＯＲＡ（そら）の啓発

用カードの配布やツイッター、フェイ

スブックを活用した広報を実施いたし

ました。 

また、静岡県性暴力被害者支援セン

ターＳＯＲＡ（そら）への理解・イメ

ージをつかみ易くすることを目的とし

た、ポスターを新規に作成し、認知度

の向上に努めました。 

さらに、性暴力被害に遭った方を社

会で支えるため、被害者が置かれた現

状を周知し理解を得ること及びセンタ

ーの周知を目的として、「性暴力被害

について考えるシンポジウム」を三島

市で開催しました。 

今後も、イメージがつかめるような

効果的な広報に配慮してまいります。 

（くらし交通安全課）

11 

昨今の死傷者多数の事件事故を教訓

に、業務時間外に発生した際の各機関

の連絡先、被害者や遺族対応に関わる

支援要員の確保及び報道対応等につい

て記載したマニュアルの作成や事件事

故の発生を想定したシミュレーション

訓練を実施し、段取りについて確認す

る必要があると思います。 

静岡県においては、県警察・県弁護

士会・県公認心理師協会、法テラスな

どの関係機関と連携を図ることができ

ていますが、今後、死傷者多数の事件

事故が発生した場合の連絡調整方法や

被害者等への支援対応についての具体

的な方法を早急に協議することを望み

ます。 

（第４条・第 18 条関係）

県警察内におきましては、令和元年

12 月に通達を発出して死傷者多数事件

事故発生時の被害者支援体制の整備を

図ったところであります。 

 今後は、同種事案発生時の連携要領

等について、関係機関と協議してまい

ります。 

（警察本部）
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 (2) 検証結果に対する有識者意見 

「静岡県犯罪被害者等支援推進計画検証結果（令和元年度）」に対する静

岡県犯罪被害者等支援推進計画有識者検討会委員からの意見は次のとおり

です。次回、検証時に関係機関へ回答を求めます。 

 
有識者意見 担当県機関 

１ 

 ＳＯＲＡの相談件数が 766 件、同行支援件数が 33 件実

施されたとのことですが、現場の人員やフォローは足り

ていますでしょうか。 

ＳＯＲＡの積極的な広報は必要ですが、現場が疲弊し

てしまっては意味がないので、担当者の心身と経済面へ

の十分な配慮をお願いします。 

（第 21 条関係）

くらし交通安全課 

２ 

デートＤＶのパンフレットは、非常に分かりやすく、

説得的であり、気付きも多いと思われます。 

令和元年度は、セミナー受講者のみに配布されたよう

ですが、特に、未成年者に対し、広く配布することを検

討していただけたらと思います。可能であれば、学校と

も協議し、中学校で配布する必要もあると思います。 

（第９条関係）

男女共同参画課 

３ 

被害者支援の目的税の導入について、検討をお願いし

ます。（県民一人当たり年額 100 円でも良いと思いま

す。） 

（第４条関係）

くらし交通安全課 

４ 

支援を求めにくい被害者もいると思うので、被害者に

とって分かりやすく、かつ相談への敷居を下げられるよ

うな広報をして、支援を求めやすくしていただきたいと

思います。 

（第 19 条関係）

警察本部 

くらし交通安全課 

５ 

新型コロナウイルスの感染拡大により、シンポジウム

や講演、イベントの開催や参加が以前より難しい状況に

なっています。 

そうした中で、ＳＮＳやホームページといった手段で

の広報啓発活動についても、工夫を凝らしながら、更に

進めていくことを望みます。 

（第 19 条関係）

警察本部 

くらし交通安全課 

６ 

マスコミ報道によれば、新型コロナウイルスの感染拡

大により、外出自粛を迫られる中で家庭内での児童虐待

やＤＶが増加傾向にあるほか、感染者が差別やいじめを

受ける事例が増加しているため、県や警察等のより積極

的な介入を期待します。 

（第４条関係）

警察本部 

男女共同参画課 

地域福祉課人権同和対策室 

こども家庭課 

児童相談所 

女性相談センター 
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７ 

各自治体において支援窓口が整備され、さらに、「静

岡県犯罪被害者等支援ハンドブック」を作成し、窓口担

当者の意思統一を図り、迅速な対応が実施できるよう取

組まれたことは良いことだと思います。 

現在、藤枝市、長泉町、裾野市、菊川市、湖西市にお

いて、「犯罪被害者等支援条例」が制定されています

が、制定されていない地域で被害に遭われた場合は、十

分な支援を受けることができなくなってしまいます。 

支援窓口の整備だけに留まるのではなく、支援の質や

支援の継続性を保ち、地域による支援のばらつきを無く

し、等しく適切な支援を受けることができるように、全

市町への条例制定を強く望むと同時に、県としても各自

治体に対して積極的な働き掛けを望みます。 

（第４条関係）

警察本部 

くらし交通安全課 

 

（3） 静岡県犯罪被害者等支援推進計画有識者検討会委員 

役職 氏名 職業等 

会長 江口 昌克 国立大学法人静岡大学 教授 

副会長 一杉 泰博 ひとすぎ法律事務所 弁護士 

委員 朝比奈 幹夫 被害者遺族 

委員 上原 広彦 ㈱静岡新聞社 社会部長兼写真部長兼論説委員 

委員 中村 泰昌 静岡県商工会議所連合会 専務理事・事務局長 

委員 藤原 智代 認定ＮＰＯ法人静岡犯罪被害者支援センター 次長 

委員 溝口 明範 医療法人社団リラ溝口病院 理事長 

 

 

 

 

 

 



静岡県犯罪被害者等支援推進計画実施状況及び検証結果（令和元年度）

重点課題：犯罪被害者等に対する各種情報の提供

相談及び情報の提供等（第９条関係）

取組（施策） 県機関 令和元年度の実施状況（成果） 検証結果等

①

指定被害者支援要員に

よる被害者の手引の交

付と教示

警察本部 指定被害者支援要員が被害者等に対して被害者の手引を交付

をするとともに、各種救済制度について教示した（537事件）。

手引の交付対象となる事件事故の発生を把握し、被害者等へ

の手引交付状況を確認していることから、漏れなく手引の交付

及び各種救済制度の教示ができたものと判断する。今後も、確

実な手引の交付と制度の教示に努めていく。

2

被害者連絡の確実な実

施

警察本部 対象となる被害者等に対して、捜査に支障のない範囲で捜査

の状況等に関する情報提供を実施した。

業務指導等において被害者連絡経過票の作成状況等を確認

し、確実な被害者連絡の実施に努めている。今後も必要な連絡

を確実に行うように指導教養を継続する。

警察本部 業務指導に併せて県内各警察署において、指定被害者支援要

員に対する研修会を開催し、警察における被害者支援や代理

受傷に関する教養を行った（参加人数318人）。

各警察署で開催したことで、例年より多くの指定被害者支援要

員が参加することができた。今後も取組を継続する。

○「静岡県犯罪被害者等支援担当者研修会」の開催

　県・市町犯罪被害者等支援担当者と管轄警察署担当者、支

援関係機関・団体との合同研修会を開催した。

　・開催日：９/３（火）、９/10（火）、９/19（木）

　・開催場所：県庁、浜松総合庁舎、東部総合庁舎

　・参加人数：計150人

（警察本部、くらし交通安全課）（警察本部、くらし交通安全課）（警察本部、くらし交通安全課）（警察本部、くらし交通安全課）

犯罪被害者等支援の推進、県・市町窓口担当職員等による二

次的被害防止及び行政と警察、関係機関等が連携した途切れ

のない支援を目指し、窓口の充実や担当者の技術の向上に向

けた取組を行った。今後も継続して各種研修等を開催する。

（警察本部、くらし交通安全課）（警察本部、くらし交通安全課）（警察本部、くらし交通安全課）（警察本部、くらし交通安全課）

○「静岡県犯罪被害者等支援ハンドブック」作成事業

各自治体に設置された支援窓口（総合的対応窓口）等におい

て、担当者が他の支援関係機関・団体について把握し、犯罪被

害者等がどの窓口に相談しても必要な支援にたどり着くことが

できるネットワークの構築を目的として、「犯罪被害者等支援ハ

ンドブック作成事業」を警察庁と共催し、平成23年度に作成した

ハンドブックを県内自治体担当者及び犯罪被害者等支援関係

機関・団体の協力を得て改訂し、関係機関・団体等に配布し

た。

　・開催日：９/25(水)、11/６（水）、11/13（水）

　・開催場所：県庁

　・参加人数：50人

　・配布箇所：137機関・団体

　「静岡県犯罪被害者等支援ハンドブック」作成事業では、被害

の仮想事例を用いたグループワークや「早期支援及び多機関

連携の重要性」をテーマに講演を実施し、支援関係機関担当者

同士の連携を深め、「顔の見える連携」の構築に繋がった。ま

た、ハンドブックはバインダー方式で作成し、県ホームページ上

でデータを更新、差し替えが可能となった。「犯罪被害者支援の

流れ」、「相談を行う際の共通支援ツール（ニーズアセスメント

シート）｣等新たな項目を追加した。

　今後、県警察と共催する市町・警察職員等を対象とする合同

研修会で関係機関との連携強化や支援体制の充実を目的に演

習等で活用をしていく。

○性暴力被害者の心身の健康の回復を図るため、関係機関が

連携し、24時間365日支援をワンストップで行う「静岡県性暴力

被害者支援センターＳＯＲＡ（そら）」の運営

　・令和元年度相談件数766件、同行支援33件

　・県内全ての高校、専修学校、短大、大学新入学生へ啓発用

カードを配布（51,305枚）

　・市町犯罪被害者等のための「総合的対応窓口」担当課、犯

罪被害者支援機関・団体、県内高校、専修学校、短大、大学、

医療機関等へ啓発用リーフレットを配布

相談を躊躇する性暴力被害者等に対し、相談のハードルを下

げるために相談例を記載したＳＯＲＡ啓発用ポスターを新規作

成し、関係機関へ配布した。

精神保健福祉セン

ター

なし なし

各健康福祉センター、市町の女性相談担当等を対象に、２回研

修会を実施した。

　・第１回女性保護担当職員・女性相談員研修：４/５（59人）

　・第２回女性保護担当職員・女性相談員研修：10/18(73人）

　・第３回女性保護担当職員・女性相談員研修：中止（新型コロ

ナウイルス対策のため）

女性保護・ＤＶ相談担当者研修会

　・５/10(藤枝26人）

　・５/17（賀茂９人）

　・５/24（中遠36人）

　・６/３（東部38人）

女性相談員事例検討会（開催日１/17、参加者25人） 事例検討会では困難ケースの対応についてスーパーバイズを

行い、女性相談員の専門性の向上を図った。

講師依頼により実施

　・警察学校講師(実施日11/28、２/19）

警察学校の講師派遣ではＤＶ対応や被害者の特性等について

説明した。

4

市町への施策担当窓

口、総合的対応窓口設

置の働き掛け

くらし交通安全課 県内全市町に窓口設置が完了したことを受け、市町犯罪被害

者等支援施策担当窓口、総合的対応窓口担当課職員に対し、

更なる窓口の充実について研修を実施した。

今後も継続して窓口の体制・連携の充実に向けて研修等を実

施していく。

教育委員会

(義務教育課)

政令指定都市を除く県内全小・中学校及び義務教育学校（489

校）にスクールカウンセラーを配置した（相談件数：児童生徒

31,785件、保護者28,077件、教職員45,160件）。

５つのモデル地区においてスクールカウンセラーを常時配置し

た。

例年と同様にスクールカウンセラーの配置を実施することがで

きた。今後も継続して相談体制の充実を図る。

○　「静岡県性暴力被害者支援センターＳＯＲＡ(そら)」の周知

　県内全ての高等学校に広報啓発用カード及びポスターを配布

した。（高校教育課、くらし交通安全課）（高校教育課、くらし交通安全課）（高校教育課、くらし交通安全課）（高校教育課、くらし交通安全課）

相談窓口等情報を記載した名刺サイズのカードを生徒に、また

学校保健室へリーフレットを配布した。さらに生徒が相談しやす

くなるよう、相談内容を例示したポスターを新規作成し、学校へ

配布した。今後も相談しやすい体制づくりに努める。（高校教育（高校教育（高校教育（高校教育

課、くらし交通安全課）課、くらし交通安全課）課、くらし交通安全課）課、くらし交通安全課）

県立高等学校24校にスクールカウンセラーを配置した（3,089時

間）。

平成30年度と比較して、拠点校は１校、相談対応実績時間は

61時間増加した。

教育委員会

(特別支援教育課)

12の拠点校にスクールカウンセラーを配置し、各校に派遣した

（相談人数延べ1,683人）。

平成30年度と同等にスクールカウンセラーの派遣を実施した。

今後も継続して学校内の相談体制の充実を図るとともに、拡充

を図る。

　※　番号○印は本文に内容を記載しているものです。

第２回担当者研修においては、住基支援措置に関する講義を

実施し、女性相談担当課だけでなく住民課職員も参加。それに

より、他課の女性相談に関する理解・協力の深まりに繋がっ

た。

くらし交通安全課

「静岡県性暴力被害者支援センターＳＯＲＡ（そら）」は、核とな

る相談センターにおいて24時間365日相談を受け付けており、

いつでも、どのような相談にも対応できる体制を取っている。よ

り一層広報を行い、性暴力被害者の健康回復と被害の潜在化

防止を図っていく。

教育委員会

(高校教育課)

スクールカウンセラーの

派遣・学校内相談体制

の充実

⑤

女性相談センター

各種相談窓口の充実・

担当者の技術の向上

③
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政令指定都市を除く県内全公立小・中学生に「いじめ・暴力対

策メール」、「24時間子供SOSダイヤル」の相談窓口を掲載した

文書を配布し児童生徒に周知した。また、「いじめ・暴力対策

メール」、「24時間子供SOSダイヤル」の報告を受け付けた。

（相談受付：「いじめ・暴力対策メール」25件、「24時間子供SOS

ダイヤル」1,353件）

「いじめ・暴力対策メール」、「24時間子供SOSダイヤル」の報告

を受け、各教育事務所、各市町教育委員会、高校教育課等に

対応を依頼した。

県総合教育センターの教育相談事業を受け持つ相談員に対す

る指導助言等を教育相談顧問（精神科医等）が行った。

今後も継続して、県総合教育センターの教育相談事業を受け持

つ相談員の資質向上を図っていく。また、深刻な相談について

も、専門家が対応できる体制を継続していく。

いじめ・悩みごと相談マップの周知 継続して、相談窓口の紹介に努めた。

○　静岡県性暴力被害者支援センターＳＯＲＡ（そら）」の周知

　・県内全ての高校等新入学生に啓発用カードを配布（51,305

枚）

　・ＳＯＲＡ啓発用ポスターを新規作成し、県内高校等教育機関

へ配布（高校教育課、くらし交通安全課）（高校教育課、くらし交通安全課）（高校教育課、くらし交通安全課）（高校教育課、くらし交通安全課）

相談窓口等情報を記載した名刺サイズのカードを生徒に、また

学校保健室へリーフレットの配布を実施した。さらに、相談の

ハードルを下げるために、どのようなことが相談受付可能なの

か一目でわかる相談例を記載したポスターを新規作成し、学校

へ配布した。今後も相談しやすい体制づくりに努める。（高校教（高校教（高校教（高校教

育課、くらし交通安全課）育課、くらし交通安全課）育課、くらし交通安全課）育課、くらし交通安全課）

教育委員会

(特別支援教育課)

各学校において必要に応じて相談機関を紹介するとともに、校

内にポスター等を掲示した。

相談窓口を掲載した文書の配布等により相談機関を広く紹介

するとともに、必要に応じて相談機関の紹介等を実施した。今

後も継続して相談機関の紹介に努める。

【再掲】

政令指定都市を除く県内全公立小・中学生に「いじめ・暴力対

策メール」、「24時間子供SOSダイヤル」の相談窓口を掲載した

文書を配布し児童生徒に周知した。また、「いじめ・暴力対策

メール」、「24時間子供SOSダイヤル」の報告を受け付けた。

（相談受付：「いじめ・暴力対策メール」25件、「24時間子供SOS

ダイヤル」1,353件）

【再掲】

「いじめ・暴力対策メール」、「24時間子供SOSダイヤル」の報告

を受け、各教育事務所、各市町教育委員会、高校教育課等に

対応を依頼した。

【再掲】

県総合教育センターの教育相談事業を受け持つ相談員に対す

る指導助言等を教育相談顧問（精神科医等）が行った。

【再掲】

今後も継続して、県総合教育センターの教育相談事業を受け持

つ相談員の資質向上を図っていく。また、深刻な相談について

も、専門家が対応できる体制を継続していく。

⑧

関係機関と連携した相

談対応、必要な情報の

提供

男女共同参画課 相談件数

　・女性相談　3,903件(電話3,620件、面接283件)

　・男性相談  　116件

電話や面接により、犯罪被害者等を含む多くの相談者から相談

を受けた。今後も、関係機関と連携した相談対応を実施してい

く。

性暴力及び男女間の暴力に関するシンポジウムを実施した。

　（開催日11/23、参加者104人）

高等学校、専門学校、大学の21校において、デートＤＶ防止出

前セミナーを開催し、受講者4,899人にリニューアルしたデートＤ

Ｖ防止パンフレットを配布した。

ＤＶ防止パンフレットを関係機関へ配布した。

一時保護時の立入調査や臨検・捜索等に関する警察との合同

研修を令和元年11月に実施し、61人が参加した。

警察との合同研修では検察や市町職員も参加し、想定事例を

通じ、それぞれの機関の立場や役割、意思決定の方法など相

互理解を行うことができた。

児童相談所職員等を対象とした研修を延べ33日実施し、1,224

人が受講した。

引き続き、児童相談所職員等に対する研修を実施し、専門性の

向上を図る。

高齢者虐待防止等の高齢者の権利擁護に関し、市町等からの

電話相談に応じる相談窓口を開設した（年間相談件数32件）。

高齢者虐待対応を担当する市町等職員に対して、研修会を開

催した。

　・事例検討会　　　　　　２回　参加者68人

　・虐待対応力研修会　 １回　参加者77人

⑫

障害者虐待防止セン

ターにおける相談対応

障害者政策課 障害者虐待防止センターにおいて関係機関と連携して、虐待等

の被害を受けた障害のある人やその関係者からの相談に対応

した（通報・相談件数16件）。

関係機関と連携した相談対応ができた。今後も障害者虐待防

止センターでの相談対応を続けていく。

損害の回復を図るための情報の提供等（第10条）

取組（施策） 担所属名 令和元年度の実施状況（成果） 検証結果等

警察本部 被害者の手引交付時等に民間支援団体等を紹介し、情報提供

の希望確認を実施した。

今後も被害者等の要望に応じて、関係機関への情報提供につ

なげていく。

くらし交通安全課 犯罪被害者等支援総合調整窓口による情報提供を19件実施し

た（主な紹介先：県が所管するその他の窓口、市役所、法テラ

ス、警察、弁護士会、税務署等）。

「静岡県犯罪被害者等支援ハンドブック」の改訂を行った。県内

で犯罪被害者等支援を実施している関係機関・団体の支援体

制の把握の一助となり、より一層の連携を強化し、情報提供に

つなげていく。

2

指定被害者支援要員に

よる被害者の手引の交

付と教示

警察本部 【再掲】

指定被害者支援要員が被害者等に対して被害者の手引を交付

をするとともに、各種救済制度について教示した（537事件）。

【再掲】

手引の交付対象となる事件事故の発生を把握し、被害者等へ

の手引交付状況を確認していることから、漏れなく手引の交付

及び各種救済制度の教示ができたものと判断する。今後も、確

実な手引の交付と制度の教示に努めていく。

経済的な助成に関する情報の提供等（第11条）

取組（施策） 県機関 令和元年度の実施状況（成果） 検証結果等

1

犯罪被害者等のための

各種団体が行う救済制

度の情報提供

警察本部 公益財団法人犯罪被害救援基金、日本財団まごころ奨学金、

自動車事故対策機構、交通遺児等育成基金、道路厚生会等の

各種団体が行っている救済制度について、被害者の手引の交

付により情報提供を実施した。

手引の交付対象となる事件事故の発生を把握し、被害者等へ

の手引交付状況の確認をしていることから、漏れなく手引の交

付及び各種救済制度の教示ができたものと判断する。今後も

確実な手引の交付と制度の教示に努めていく。

市町等からの電話相談に応じる相談窓口の開設や職員への研

修会の開催により、窓口の充実や担当者の技術の向上が図ら

れた。今後も継続して研修等を開催する。

専門機関の斡旋、連絡

調整・民間支援団体へ

の情報提供

1

10

児童虐待相談担当者研

修の充実、他機関との

連携強化

こども家庭課

児童相談所

高齢者虐待防止の相談

窓口の充実、担当者の

技術の向上

 長寿政策課

健康増進課

⑪

教育委員会

(義務教育課)

心理学、教育学等の専

門職員の配置と相談窓

口の充実

7

性暴力及び男女間の暴力に関するシンポジウムを実施すると

ともに、パンフレットを配布してＤＶに関する正しい知識や相談

機関等の必要な情報を提供できた。今後も取組を継続する。

ＤＶ防止のための知識

の取得、相談場所等の

教示

男女共同参画課

⑨

教育委員会

(高校教育課)

被害児童、保護者に対

する相談機関紹介

6

教育委員会

(義務教育課)
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2

税法上の救済制度の情

報提供

警察本部 医療費控除、障害者控除、寡婦（寡夫）控除等の税法上の救済

制度について、被害者の手引の交付により情報提供を実施し

た。

【再掲】

手引の交付対象となる事件事故の発生を把握し、被害者等へ

の手引交付状況の確認をしていることから、漏れなく手引の交

付及び各種救済制度の教示ができたものと判断する。今後も

確実な手引の交付と制度の教示に努めていく。

3

暴力団犯罪被害者支援

制度の情報提供

警察本部 支給対象となる暴力団犯罪被害者に対し、公益財団法人静岡

県暴力追放運動推進センター（県暴追センター）が行う暴力団

犯罪被害者支援制度の教示を推進した。

各警察署・本部捜査員に対象事件を周知させ、支給対象被害

者に対し、制度の周知を図ることができた。今後も県暴追セン

ターと連携の上更なる制度の周知・活性化を図る。

④

医療保険の円滑な利用

の確保

国民健康保険課 加害者の署名が入った損害賠償誓約書等の有無にかかわら

ず、保険給付が受けられる旨を市町向け研修会や実地検査等

を通じて周知した。

研修会及び実地検査により、担当者に周知することで医療保険

の円滑な利用の確保が図られた。今後も取組を継続する。

⑤

母子（父子）家庭への医

療費の助成制度

こども家庭課 令和元年度の補助実績は194,612千円で受診件数は156,533件

であった。

受診件数は前年度を下回ったものの、補助額はおおむね例年

どおりの実績であったことから、十分な制度の運用ができたも

のと判断する。今後も、ひとり親家庭への支援施策として、児童

の健やかな成長や医療費の経済的負担の軽減に寄与してい

く。

警察本部 各種相談を通じて損害賠償請求等を希望する被害者に対して

は、法テラス民事法律扶助制度に係る情報提供を実施した。

各相談窓口に法テラスのパンフレットを用意するなどしており、

必要な被害者等に対して情報提供ができているものと判断す

る。今後も取組を継続する。

くらし交通安全課 「静岡県犯罪被害者等支援ハンドブック」に法テラスの支援業

務内容を掲載した。県犯罪被害者等総合調整窓口において、

情報提供を実施した。また、犯罪被害者週間広報・キャンペー

ンにおいて、法テラスのパンフレットを含む啓発品を配布した。

「静岡県犯罪被害者等支援ハンドブック」を県内犯罪被害者等

支援137機関・団体に配布し備付けており、被害者に対して情

報提供ができているものと判断する。今後も取組を継続する。

7

対象事件の確実な把握

と公費負担制度の適正

な運用

警察本部 関係部署と連携して対象事件の確実な把握に努め、把握した

事件の内容に応じて適正に公費負担制度を運用（139件、約

3,004千円支出）した。

関係部署との連携により事件事故を発生段階から把握し、事後

の捜査経過を確認の上、公費負担制度を適用しており、適正な

運用ができたものと判断する。今後も同種取組を継続する。

8

犯罪被害給付制度の確

実な教示と手続の迅速

化

警察本部 対象となる被害者等に対して犯罪被害給付制度を教示し、５件

の申請を受理し、７件の裁定を行った。

申請及び裁定件数は前年度より減少したものの、対象事件の

発生を把握し、漏れなく制度の教示を実施している。今後も確

実な制度の教示と迅速な裁定に努めていく。

重点課題：精神的・経済的支援

日常生活の支援（第12条）

取組（施策） 県機関 令和元年度の実施状況（成果） 検証結果等

警察本部 委託料を確保の上、認定ＮＰＯ法人静岡犯罪被害者支援セン

ターに対して、犯罪被害者支援業務を委託した。

今後も認定ＮＰＯ法人静岡犯罪被害者支援センターが被害者

等に対して十分な支援が行えるよう、予算確保に努めていく。

くらし交通安全課 民間支援団体が行う日常生活の支援等業務内容を「静岡県犯

罪被害者等支援ハンドブック」に掲載し、県・市町犯罪被害者等

支援総合的対応窓口等関係機関・団体へ配布し備付けてお

り、必要な被害者に対して情報提供ができているものと判断す

る。今後も取組を継続する。

被害者のニーズに応じた日常生活の支援を実施するため、民

間支援団体に対する情報提供等に今後も努めていく。

心理的外傷等からの回復（第13条）

取組（施策） 県機関 令和元年度の実施状況（成果） 検証結果等

①

被害者支援カウンセ

ラーの運用

警察本部 カウンセリングを希望する被害者等26人に対して、臨床心理士

等の資格を有する警察官によるカウンセリングを40回実施し

た。

前年度を上回る被害者等のカウンセリングを実施した。被害実

態等を確認し、関係所属と連携してさらなる運用を図っていく。

②

カウンセリング費用の

公費負担制度について

検討する

警察本部 カウンセリング等費用の公費負担を実施（被害者等９人に対

し、69回分、約235千円支出）した。

対象となる被害者等に対して、適切に制度を運用することがで

きた。今後も取組を継続する。

3

性犯罪被害者に対する

公費負担制度の運用

警察本部 性犯罪被害者に対して公費負担制度を適用（被害者等26人に

対し、約358千円支出）し、精神的被害の緩和を図った。

性犯罪の発生及び被害者等に対する支援状況を確認し、必要

な被害者に漏れなく制度を適用した。今後も取組を継続する。

政令市を除く県内全公立小・中学校及び義務教育学校（489校）

に126人のスクールカウンセラーを配置した。５つのモデル地区

においてスクールカウンセラーを常時配置した。

政令市を除く県内全市町（33市町）に45人のスクールソーシャ

ルワーカーを配置した。

教育委員会

(高校教育課)

スクールカウンセラー：県立高等学校24校に配置（3,089時間）

スクールソーシャルワーカー：県立高等学校３校に配置（962時

間）

スクールカウンセラーの拠点校を増やし、カウンセリング支援の

利便性を高めることができた。スクールソーシャルワーカーとと

もに、引き続き配置・派遣をしていく。

教育委員会

(特別支援教育課)

【再掲】

12の拠点校にスクールカウンセラーを配置し、各校に派遣した

（相談人数延べ1,683人）。

【再掲】

平成30年度と同等にスクールカウンセラーの派遣を実施した。

今後も継続して学校内の相談体制の充実を図るとともに、拡充

を図る。

5

犯罪被害者等からの相

談受理

精神保健福祉セン

ター

・精神保健福祉相談（面接・電話等） ０件

・こころの緊急支援チームの派遣 ０件

令和元年度はこころの緊急支援チームの派遣要請はなかっ

た。派遣要請があった際、要請元のニーズに応じた対応ができ

るよう、今後も取組を継続する。

令和元年度は、スクールソーシャルワーカーの配置を拡充する

ことができた。今後も継続して配置の拡充に努める。

スクールカウンセラー、

スクールソーシャル

ワーカーの配置・派遣

4

法テラス民事法律扶助

制度に係る情報提供

6

1

民間支援団体が行う日

常生活の支援

教育委員会

(義務教育課)
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高次脳機能障害支援拠点の設置（県内６か所）

高次脳機能障害総合相談事業（医療相談会）の実施

（相談会回数16回、相談人数38人）

高次脳機能障害支援従事者研修の開催

（開催回数７回、研修参加者335人）

高次脳機能障害者地域基盤整備事業検討専門家委員会の開

催（開催回数１回）

医療体制連携強化事業の実施

（開催回数１回、研修参加者65人）

こども家庭課 令和元年度の婦人保護施設への入所実績は６人、述べ日数は

698日であった。

引き続き、婦人保護施設においてＤＶ被害者の自立に向けた支

援を行う。

電話相談や一時保護中に様々な制度等の情報提供を行った。

一時保護中のケースについては、各種手続、弁護士相談等同

行支援を行った。

婦人保護施設を利用した就労、転宅支援を実施した。

各種証明書の発行をした（63件）。 各種証明書の発行は一時保護入所者が前年より増加したこと

もあり、件数は若干増加している。今後も同種取組を継続す

る。

8

要保護児童への立ち直

り支援

児童相談所 令和元年度に児童相談所（政令市を含む）が行った一時保護

（一時保護所への入所）人数は666人、延べ日数は18,582日で

あった。

一時保護による安全確保のほか、一時保護中は児童相談所の

児童福祉司による家庭調整や児童心理司による児童への聞き

取りを行い、児童の心理的支援に努めていく。

安全の確保（第14条）

取組（施策） 県機関 令和元年度の実施状況（成果） 検証結果等

1

加害者からの再被害防

止対策の徹底

警察本部 令和元年度は再被害防止対象事件の指定なし。 今後も対象事件があった場合については、関係部署と連携をし

て必要な措置を講じるなど、再被害防止対策の徹底を図る。

警察本部 令和元年度に対応したDV事案は660件、児童虐待事案は989

件であり、事案内容に応じて、DV被害者への支援措置、児童

相談所への通告を実施した。

DV事案の取り扱いは42件増加、児童虐待事案は304件増加し

た。

児童相談所 令和元年度に児童相談所（政令市を含む）が行った一時保護

（一時保護所への入所）人数は、666人だった。そのうち、虐待

を事由とする児童は396人であった。

今後も児童の安全確保のため必要と判断した場合は一時保護

を実施する。

女性相談センター 健康福祉センター、市町と協力し、必要なケースについて61件

の一時保護を実施した（うちDV43件、同伴児84件）。

一時保護数、同伴児ともに前年度を上回った。今後も関係機関

と連携を取り、保護が必要な場合は一時保護を実施する。

警察本部 【再掲】

令和元年度に対応したDV事案は660件、児童虐待事案は989

件であり、事案内容に応じて、DV被害者への支援措置、児童

相談所への通告を実施した。

【再掲】

DV事案の取り扱いは42件増加、児童虐待事案は304件増加し

た。

女性相談センター １件の証明書を発行した。 今後も必要な支援を継続する。

関係機関で開催する研修会へ参加した。 研修会への参加により、関係機関の連携強化が図られた。今

後も継続して研修会へ参加する。

必要に応じて相談者に適切な機関を紹介した。また、他機関か

らあざれあ相談を紹介された相談者の対応をした。

相談者の状況に合わせ、引き続き適切な機関と連携を取りな

がら、より良い支援を行っていく。

こども家庭課 県全体で子どもと家庭を守るネットワークＤＶ防止部会を開催

し、関係機関との情報共有を行った。

県全体で子どもと家庭を守るネットワークＤＶ防止部会を開催し

たことで、関係機関との情報共有が図られた。今後もネットワー

ク防止部会を開催する。

一時保護聴き取り表、チェックシートを活用して情報共有を行っ

た。

女性相談員連絡協議会でチェック内容等について検討し、改訂

作業を行った。

申立ての支援を実施した。

こども家庭課 令和元年度の保護命令発令件数は、令和２年２月時点で34件

であった。

前年度と同程度の保護命令件数となった。今後も保護命令制

度について、関係機関への情報提供をしていく。

相談があった被害者に保護命令制度について情報提供を行っ

た。

申立ての支援を実施した。

支援拠点の設置や研修、相談会の複数開催により、高次脳機

能障害者や家族の支援を行うことができた。今後も取組を継続

する。

関係機関が連携した高

次脳機能障害の当事

者、家族の支援

6

障害福祉課

女性相談センター

ＤＶ被害者の自立支援

7

引き続き、ＤＶ被害者の生活安定、自立に向けた支援を行って

いく。

一時保護を希望するＤ

Ｖ被害者に係る情報の

共有

5

②

ＤＶ被害者・被虐待児童

の保護等社会的養護

ＤＶ被害者の住民基本

台帳閲覧制限の徹底

3

男女共同参画課関係機関連携によるＤ

Ｖ被害者の安全確保

4

一時保護聴き取り表、チェックシートの活用により情報共有が

図られた。情報漏れを防ぎ、スムーズな情報共有を行うために

内容精査を継続する。

相談があった被害者に保護命令制度について情報提供を行う

とともに、申立ての支援を実施することで、保護命令の発令に

つなぐことができた。今後も支援を継続する。

保護命令の積極運用と

被害者の安全の確保

6

女性相談センター

女性相談センター
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平成30年度末に実施した「児童虐待が疑われる事案に係る緊

急点検」のフォローアップを行った。

調査のフォローアップにより、児童生徒や家庭に対する継続し

た関わりや支援の重要性が学校現場に浸透したと考えられる。

学校や市町教育委員会で適切な対応がなされるよう、「学校・

教育委員会等向け虐待対応の手引き（文部科学省　令和元年

５月９日）」、「学校現場における虐待防止に関する研修教材

（文部科学省　令和２年1月23日）」を周知し、積極的な活用を依

頼した。

学校や教育委員会における虐待対応が具体的に示された手引

きや、様々な事例を通して虐待対応について研修するための教

材を発出・周知することにより、通告義務の徹底等の適切な対

応が図られたものと判断する。今後も関係機関との連携や法令

に基づいた適切な対応のため取組を継続する。

スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー合同研修会

において、元児童相談所職員による講義を実施するとともに、

事例を用いて虐待対応に関するグループワークを行った。

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーが虐待に

関する理解を深め、その知識を校内研修やケース会議等で教

職員に広げることにより、学校現場における虐待の早期発見・

早期対応への意識が高まっていると考える。

教育委員会

(高校教育課)

公立高等学校生徒指導主事研修会を開催した（開催日６/19、

参加者121人）。

公立高等学校生徒指導主事研修会において指示することで、

通告義務の徹底を継続することができた。

教育委員会

(特別支援教育課)

「児童虐待防止月間」とそれに伴う「情報提供に関する指針」等

の通知を各県立特別支援学校へ周知依頼した。

特別支援学校生徒指導連絡協議会を開催した（開催日６/24、

参加者37人）。

調査及び通知の発出と周知依頼、生徒指導連絡協議会などを

通じて、通告義務の徹底が図られたものと判断する。今後も関

係機関との連携や法令に基づいた適切な対応のため取組を継

続する。

居住の安定（第15条）

取組（施策） 県機関 令和元年度の実施状況（成果） 検証結果等

1

犯罪現場のハウスク

リーニング費用の公費

負担

警察本部 公費支出した事件はなかった。 今後も対象事件の把握に努め、発生時の適正な運用に努めて

いく。

2

犯罪被害者に対する県

営住宅の一時使用

公営住宅課 なし 今後も一時入居の受入れを継続する。

3

ＤＶ被害者に対する県

営住宅の一時使用

公営住宅課 なし 今後も一時入居の受入れを継続する。

児童相談所 虐待を事由として一時保護（一時保護所への入所）を行った児

童396人のうち、一時保護を解除し、家庭へ復帰した児童は262

人であった。（児童相談所、女性相談センター）（児童相談所、女性相談センター）（児童相談所、女性相談センター）（児童相談所、女性相談センター）

一時保護の解除にあたっては家庭へ復帰できるよう調整を行

う。（児童相談所、女性相談センター）（児童相談所、女性相談センター）（児童相談所、女性相談センター）（児童相談所、女性相談センター）

一時保護中の様子、支援の状況を市町に情報提供した。

退所前に被害者と面接し、今後必要となる手続き等を確認し

た。

公営住宅課 市町の公営住宅担当課から犯罪被害者の一時受入れの相談・

指導を継続実施した。

市町の担当課からの相談に応じ、犯罪被害者の公営住宅使用

の働き掛けを行った。今後も同種取組を継続する。

くらし交通安全課 市町総合的対応窓口担当課を通じて、市町の既存制度につい

て確認・活用を働きかけた。

今年度改訂配布した「静岡県犯罪被害者等支援ハンドブック」

にも犯罪被害者の一時入居制度について掲載している。また、

犯罪被害者等支援担当者研修会での既存制度の確認・活用を

働き掛けたことで、周知が図られた。今後も継続する。

6

被虐待児童の社会的養

護の実施

児童相談所 虐待を事由として一時保護（一時保護所への入所）を行った児

童396人のうち一時保護を解除し施設・里親へ措置（委託）を

行った児童は41人であった。

一時保護の解除にあたっては家庭へ復帰できるよう調整を行う

が、家庭復帰が難しい場合、施設等への入所措置による居住

の安定を確保する。

⑦

様々な地域・種類の一

時保護委託先の確保

こども家庭課 ＤＶ被害者の一時保護委託先を11か所確保した。

（賀茂地区１か所、東部４か所、中部２か所、西部４か所）

前年度と同程度の一時保護委託先を確保することができた。今

後も一時保護委託先の確保に努める。

雇用の安定（第16条）

取組（施策） 県機関 令和元年度の実施状況（成果） 検証結果等

1

犯罪被害者等の新規就

労、転職支援の実施

 雇用推進課

労働雇用政策課

新規就労や転職希望者に対し、静岡労働局やハローワークと

連携し、きめ細かな就労支援を実施した（全就労支援数16,456

件）。

犯罪被害者等に特化した取扱いはなかったが、今後も犯罪被

害者等を含めた新規就労、転職希望者に対して同様の取組を

継続する。

2

犯罪被害による後遺障

害者に対する就業情報

の提供

 雇用推進課

労働雇用政策課

障害を負った人が就職を希望した場合、就業支援と生活支援を

一体的に支援する「障害者就業・生活支援センター」を紹介する

などの情報提供を実施した（障害者に対する相談支援件数：静

岡労働局９月公表）。

犯罪被害者等に特化した取扱いはなかったが、今後も犯罪被

害者等を含めた障害を負った人が就職を希望した場合に、同

様の取組を継続する。

3

事業主との間の労使問

題に係る相談受理

 雇用政策課

労働雇用政策課

各県民生活センター（中小企業労働相談所）において、労働問

題について県民からの相談に対応した（相談件数2,420件）。

労働問題について犯罪被害者等に特化した相談はなかった。

今後も労働相談を継続して実施する。

捜査の過程における配慮等（第17条）

取組（施策） 県機関 令和元年度の実施状況（成果） 検証結果等

①

被害者支援要員の指定

と二次的被害防止の徹

底

警察本部 指定被害者支援要員を654人（県本部34人、鉄道警察隊２人、

高速隊39人、警察署579人※うち女性145人）指定して、596事

件において被害直後から支援活動に従事させた（596事件）。

前年度と同程度の指定被害者支援要員を指定し、対象事件の

被害者等に対しては指定被害者支援要員を運用し、初期段階

の対応を行うことで二次的被害の防止を図ることができた。今

後も取組を継続する。

2

指定被害者支援要員に

対する研修

警察本部 【再掲】

業務指導に併せて県内各警察署において、指定被害者支援要

員に対する研修会を開催し、警察における被害者支援や代理

受傷に関する教養を行った（参加人数318人）。

【再掲】

各警察署で開催したことで、例年より多くの指定被害者支援要

員が参加することができた。今後も取組を継続する。

3

警察学校入校生に対す

る犯罪被害者支援の研

修

警察本部 警察学校入校生（初任科、巡査部長任用科、警部補任用科、

刑事任用科、性犯罪捜査専科、生活安全任用科）に対して、被

害者支援に関する授業を行った（計８回）。

前年度同様、警察学校入校生に対して犯罪被害者支援に関す

る授業を実施することができた。今後も取組を継続する。

市町と情報共有するとともに、被害者と今後のことを確認するな

どの自立支援を行った。今後も同種取組みを継続していく。

犯罪被害者の公営住宅

使用に伴う市町担当課

へ周知働きかけ

5

女性相談センター

ＤＶ被害者、被虐待児

童の一時保護施設退所

時の支援

④

教育委員会

(義務教育課)

学校関係者に対する虐

待発見時の通告義務の

徹底

7

21



4

被害者支援カウンセ

ラーの運用

警察本部 【再掲】

カウンセリングを希望する被害者等26人に対して、臨床心理士

等の資格を有する警察官によるカウンセリングを40回実施し

た。

【再掲】

前年度を上回る被害者等のカウンセリングを実施した。被害実

態等を確認し、関係所属と連携してさらなる運用を図っていく。

5

司法解剖遺体の遺体修

復費用公費負担

警察本部 遺族の精神的負担軽減のため、制度の対象となる遺体につい

ては、司法解剖後の遺体修復費用を公費で負担した（78体）。

公費による修復遺体数は前年度を大きく上回ったものの、個々

事案について確認をしてから遺体修復を実施しており、適切に

運用されたものと判断する。今後も取組を継続する。

静岡県産婦人科医会、認定ＮＰＯ法人静岡犯罪被害者支援セ

ンターと連携し、性犯罪被害者が必要とする支援を実施した。

産婦人科医会理事会及び総会へ参加し、産婦人科医師等と性

犯罪被害者の更なる支援のための情報交換を実施した。

・認定ＮＰＯ法人静岡犯罪被害者支援センターに対する性犯罪

被害者の情報提供数（13件）

・性犯罪被害者に対する公費負担（26人）

重点課題：関係機関相互の連携

民間支援団体に対する県の支援（第７条第２項）

取組（施策） 県機関 令和元年度の実施状況（成果） 検証結果等

①

民間支援団体への情報

提供の強化

警察本部 警察本部から認定ＮＰＯ法人静岡犯罪被害者支援センターに

被害者等に関する情報提供を24件実施した。

今後も、被害者等の希望を確実に確認し、積極的に情報提供

を実施していく。

2

民間支援団体と連携・

協働した広報啓発活動

の推進

警察本部

くらし交通安全課

認定ＮＰＯ法人静岡犯罪被害者支援センター、県弁護士会、県

司法書士会、法テラス、公益財団法人交通事故紛争処理セン

ター、清水海上保安部、大学ボランティアと連携・協働し、県警

音楽隊の演奏に併せて街頭広報を実施した。

　・11/２（土）　 県庁本館前

　・11/８（金）　 ららぽーと沼津

　・11/17（日）　ららぽーと磐田

　・11/20（水）　県庁ロビーコンサート

　・11/27（水）　エスパルスドリームプラザ

犯罪被害者週間にあわせて、県内のショッピングモール（東部、

中部、西部）内イベントスペース及び県庁にて、県警音楽隊の

演奏に付随した広報活動を集中的に実施することができた。今

後も同様の取組を継続する。

③

民間支援団体の見舞金

交付への協力

警察本部 認定ＮＰＯ法人静岡犯罪被害者支援センターによる被害者等に

対する見舞金及び防犯ブザーの交付に協力した。

　・見舞金の交付 ６件

　・防犯ブザーの交付 30個

見舞金及び防犯ブザーの交付数は前年度を下回ったものの、

被害状況から必要と思われる被害者には積極的に交付できる

よう事件取扱所属の担当者への指導を徹底していく。

緊急を要する犯罪被害者等支援の実施（第18条）

取組（施策） 県機関 令和元年度の実施状況（成果） 検証結果等

1

指定被害者支援要員の

弾力的な運用

警察本部 他署への派遣等による弾力的な運用実績なし。 弾力的な運用を要する事件事故の取扱いはなかった。死傷者

多数事件事故発生時の対応要領について通達を発出したこと

から、対象事案が発生した際には弾力的な運用を図る。

②

署犯罪被害者等支援連

絡協議会の活性化

警察本部 警察署犯罪被害者支援連絡協議会を開催した（28警察署）。 令和元年度に開設した警察署を含む県下28警察署（全警察署）

において、警察署犯罪被害者支援連絡協議会を開催すること

ができた。今後も取組を継続し、関係機関との連携強化に努め

ていく。

重点課題：理解の増進

取組（施策） 県機関 令和元年度の実施状況（成果） 検証結果等

警察本部 年頭視閲式等の警察関連行事や県警ホームページ及びＳＮＳ

等の各種機会を通じ、広報活動を実施した。今後も同種取組を

継続する。

静岡県ホームページ・ツイッター・フェイスブックにおいて、犯罪

被害者等支援に係る制度や広報啓発活動を掲載した。

県庁東館ギャラリー及び本館掲示板においてパネル展示を実

施した。

警察本部 【再掲】

認定ＮＰＯ法人静岡犯罪被害者支援センター、県弁護士会、県

司法書士会、法テラス、公益財団法人交通事故紛争処理セン

ター、清水海上保安部、大学ボランティアと連携・協働し、県警

音楽隊の演奏に併せて街頭広報を実施した。

　・11/２（土）　 県庁本館前

　・11/８（金）　 ららぽーと沼津

　・11/17（日）　ららぽーと磐田

　・11/20（水）　県庁ロビーコンサート

　・11/27（水）　エスパルスドリームプラザ

（警察本部、くらし交通安全課）（警察本部、くらし交通安全課）（警察本部、くらし交通安全課）（警察本部、くらし交通安全課）

【再掲】

犯罪被害者週間にあわせて、県内のショッピングモール（東部、

中部、西部）内イベントスペース及び県庁にて、県警音楽隊の

演奏に付随した広報活動を集中的に実施することができた。今

後も同様の取組を継続する。（警察本部、くらし交通安全課）（警察本部、くらし交通安全課）（警察本部、くらし交通安全課）（警察本部、くらし交通安全課）

くらし交通安全課 ○「性暴力被害について考えるシンポジウム」の開催

　性暴力被害に遭った方を社会で支えるため、被害者が置かれ

た現状を周知し理解を得ることを目的に開催した。

　・開催日：11/23（土）

　・開催場所：三島市民生涯学習センター（三島市）

　・参加者：104人

シンポジウムでは、県内出身の精神科医師による基調講演、

性暴力被害当事者や性暴力被害研究者等によるパネルディス

カッションを開催し、性暴力被害者への理解を深めることができ

た。一昨年度中部地区、昨年度東部地区で開催ができた。今

後も取組を継続する。

③

犯罪被害者等支援講演

会inしずおかの継続開

催

警察本部

くらし交通安全課

静岡市、認定ＮＰＯ法人静岡犯罪被害者支援センターとの共催

による講演会を開催した。

　・開催日：11/29（金）

　・開催場所：札の辻クロスホール

　・参加者：約200人

前年度同様、犯罪被害者等支援講演会を開催することができ

た。今後も取組を継続する。

犯罪被害者週間の集中

的な広報、街頭活動の

強化

②

各種イベント、ホームページ、ＳＮＳ等を活用した広報啓発活動

を実施することができた。今後、更に他の広報媒体の活用も検

討していく。

各種広報媒体を活用し

た広報啓発の充実

くらし交通安全課

1

県民の理解の増進（第19条）

6

性犯罪被害者支援にお

ける三者協定の運用

警察本部

静岡県産婦人科医会及び認定ＮＰＯ法人静岡犯罪被害者支援

センターと連携して、積極的な被害者支援を行うことができた。

また、産婦人科医会との情報交換により、今後の性犯罪被害

者の支援を行ううえでの意見を収集することができた。今後も会

議や情報交換を通じて、関係団体との連携を強化し、更に積極

的な被害者支援を実施していく。
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犯罪被害者等支援リーフレットを活用して広報啓発活動を実施

した。

　・11/２（土） 　県庁本館前

　・11/８（金） 　ららぽーと沼津

　・11/17（日）　ららぽーと磐田

　・11/20（水）　県庁ロビーコンサート

　・11/27（水）　エスパルスドリームプラザ

各市町犯罪被害者等のための「総合的対応窓口」においても犯

罪被害者週間で配布した。

性暴力被害について考えるシンポジウム、人権フェスティバル

等において配布した。

民間支援団体の財政的援助を目的とする寄附型自動販売機の

警察施設内への設置に尽力した警察職員に対して、警務部長

賞を贈呈した。

認定ＮＰＯ法人静岡犯罪被害者支援センター理事長等２人に対

して、感謝状を贈呈した。

⑥

「児童虐待防止静岡の

集い」開催による県民

の理解の醸成

こども家庭課 児童虐待防止静岡の集いの開催

　・開催日：11/９（土）

　・開催場所：静岡市民文化会館、静岡市内

計画どおり、児童虐待防止静岡の集いを開催し、県民の児童

虐待防止への理解促進を図ることができた。今後も同種取組を

継続する。

学校における教育（第20条）

取組（施策） 県機関 令和元年度の実施状況（成果） 検証結果等

警察本部 遺族や警察職員による講義により、中高生を対象にした命の大

切さを学ぶ教室を開催した(中学校３校、高等学校６校)。（警察（警察（警察（警察

本部、義務教育課、高校教育課）本部、義務教育課、高校教育課）本部、義務教育課、高校教育課）本部、義務教育課、高校教育課）

命の大切さを学ぶ教室を前年度と同様に開催することができ

た。今後も取組を継続する。（警察本部、義務教育課、高校教（警察本部、義務教育課、高校教（警察本部、義務教育課、高校教（警察本部、義務教育課、高校教

育課）育課）育課）育課）

教育委員会

（義務教育課）

警察本部に推薦して開催した学校以外でも希望があれば開催

可能であることを他の学校にも広報した。

【再掲】

命の大切さを学ぶ教室を前年度と同様に開催することができ

た。今後も取組を継続する。

教育委員会

（高校教育課）

○生命（いのち）のメッセージ展の展開

　高校生の交通安全意識の高揚を図るため、命の大切さを伝

える「生命（いのち）のメッセージ展」を開催した。

　・展示13校、講演10校

（高校教育課、くらし交通安全課）（高校教育課、くらし交通安全課）（高校教育課、くらし交通安全課）（高校教育課、くらし交通安全課）

交通事故や事件の犠牲者の等身大パネルや生前の写真等を

通じ、遺族の悲しみを知るとともに、自他の命の大切さを感じる

ことによって、被害者にも加害者にもならないよう、教育推進す

ることができた。今後も取組を継続する。（高校教育課、くらし（高校教育課、くらし（高校教育課、くらし（高校教育課、くらし

交通安全課）交通安全課）交通安全課）交通安全課）

教育委員会

(義務教育課)

学校、家庭、地域と連携し、他人を思いやる心、生命を大切に

する心等を育む道徳教育の推進を図るため、道徳教育研修会

等を通じ、研究指定校の取組を県内小・中学校及び義務教育

学校に広めた。

道徳教育研修会等により、道徳教育の充実が図られた。道徳

の教科化に伴い、問題解決学習や体験的な学習を取り入れた

質の高い指導法や評価等についての共通理解を図るため、今

後も全小・中学校及び義務教育学校の道徳教育推進教師を対

象とした研修会を実施する。

教育委員会

(高校教育課)

介護・保育実習の実施（高等学校実施率100%） 体験活動を推進することで、生命や自然を大切にする心の育成

が図られた。今後も同種取組を継続する。

心を育む地域連携研修会を実施した。

　・開催場所：県内10地区

　・参加人数：379人

心の教育学級懇談会を実施した。

4

体験活動を通じた教育

の推進

教育委員会

(義務教育課)

自然体験活動や社会体験活動を通じて、豊かな人間性を育む

教育を推進するよう、県内全小・中学校及び義務教育学校に啓

発した。

県内全小・中学校及び義務教育学校に啓発したことで、豊かな

人間性を育む教育の推進が図られた。今後も取組を継続する。

5

私たちの道徳の配布 教育委員会

(義務教育課)

道徳の教科化に伴って教科書が支給されたため、「私たちの道

徳」を配布しなかった。

「私たちの道徳」の配布は行わないが、資料として活用を呼び

掛ける。

6

生命を尊重する心情や

態度の育成

教育委員会

(特別支援教育課)

特別支援学校のうち、豊かな人間性を育む体験活動等を実施

した学校は92％、人権教育に取り組んだ学校は100％であっ

た。

ほとんどの特別支援学校で豊かな人間性を育む体験活動、全

ての特別支援学校で人権教育への取組が実施された。今後も

各校の実態に応じた取組を継続する。

7

豊かな人間性と社会性

の育成

教育委員会

(特別支援教育課)

全ての学校が所在地域での交流及び共同学習を計画した。副

次的な籍の「交流籍」を活用した交流及び共同学習（居住地校

交流）を今年度から全県で実施し、希望した880人の幼児児童

生徒のうち、851人が実施した。

851人の幼児児童生徒が、交流及び共同学習を実施して豊か

な人間性と社会性の育成を図っている。今後も周知を図りなが

ら関係課や市町等と連携し、取組を継続する。

犯罪被害者支援従事者に対する研修（第21条）

取組（施策） 県機関 令和元年度の実施状況（成果） 検証結果等

1

指定被害者支援要員に

対する研修の実施

警察本部 【再掲】

業務指導に併せて県内各警察署において、指定被害者支援要

員に対する研修会を開催し、警察における被害者支援や代理

受傷に関する教養を行った（参加人数318人）。

【再掲】

各警察署で開催したことで、例年より多くの指定被害者支援要

員が参加することができた。今後も取組を継続する。

2

警察学校入校生に対す

る犯罪被害者支援の授

業を実施

警察本部 【再掲】

警察学校入校生（初任科、巡査部長任用科、警部補任用科、

刑事任用科、性犯罪捜査専科、生活安全任用科）に対して、被

害者支援に関する授業を行った（計８回）。

【再掲】

前年度同様、警察学校入校生に対して犯罪被害者支援に関す

る授業を実施することができた。今後も取組を継続する。

3

女性地域警察官研修会

の開催

警察本部 ひまわり窓口担当者研修会を開催した。 前年度同様、ひまわり窓口担当者研修会を開催し、犯罪被害

者の心理や聴取時の留意点等について教養を実施することが

できた。今後も担当者への指導・教養を継続していく。

リーフレット表紙の犯罪被害者週間標語を刷新し、犯罪被害者

週間の広報活動等で活用した。今後も同様の取組を継続する。

くらし交通安全課「犯罪被害者等に関す

るリーフレット」による広

報啓発

4

前年度と同規模の心を育む地域連携研修会及び心の教育学

級懇談会を実施することができた。今後も取組を継続する。

生命の尊重に関する道

徳教育と体験活動の推

進

2

教育委員会

(高校教育課)

こころの教育の推進

3

被害者支援貢献者への

積極的な表彰による士

気高揚

警察本部

5 今後も同種取組を継続する。

命の大切さを学ぶ教室

の開催

①

23



4

女性被害捜査官研修会

の開催

警察本部 警察署女性被害捜査官等研修会を開催した（３回）。 令和元年度は東部・中部・西部の3会場において、性犯罪被害

者の特性等や聴取要領等について研修会を実施することがで

きた。今後も取組を実施する。

5

警察署相談係員対象の

研修会の開催

警察本部 警察本部において各警察署相談係を対象とした研修会を開催

した（２回）。

例年どおり、年２回の相談係研修会を開催して、新任を含む相

談係に被害者支援業務の習熟を図ることができた。今後も同種

取組を継続する。

6

犯罪被害者等支援従事

者に対する代理受傷の

研修の実施

警察本部 指定被害者支援要員に対する研修及び警察学校入校生に対

する被害者支援に関する教養時に、併せて犯罪被害者等支援

従事者が受ける代理受傷について教養を実施した。

被害者支援に関連する研修時に、代理受傷について教養を実

施した。次年度も被害者支援に関連する各種研修会等を予定

しており、今後も同種取組を継続する。

7

犯罪被害者等支援ハン

ドブックの活用

くらし交通安全課 ○「静岡県犯罪被害者等支援ハンドブック」作成事業

各自治体に設置された支援窓口（総合的対応窓口）等におい

て、担当者が他の支援関係機関・団体について把握し、犯罪被

害者等がどの窓口に相談しても必要な支援にたどり着くことが

できるネットワークの構築を目的として、「犯罪被害者等支援ハ

ンドブック作成事業」を警察庁と共催し、平成23年度に作成した

ハンドブックを県内自治体担当者及び犯罪被害者等支援関係

機関の協力を得て改訂し、各機関・団体等に配布した。さらに｢

静岡県犯罪被害者等支援ハンドブック報告会｣を開催し、活用

方法等について説明を行った。

　・作成検討会議開催日　９/25(水)、11/6（水）、11/13（水）

　・作成報告会　２/17（月）

　・開催場所　県庁

　・参加人数　73人

　・配布箇所　137機関・団体

平成23年度に作成したハンドブックを犯罪被害者等支援関係

機関・団体との協力を得て改訂し、犯罪被害者等がどの窓口に

相談しても必要な支援にたどり着くことのできる支援ツールを作

成した。関係機関・団体等に対し活用を促すとともに研修等に

おいて活用する。

8

県・市町担当者に対す

る研修会の開催

くらし交通安全課 【再掲】

○「静岡県犯罪被害者等支援担当者研修会」の開催

　県・市町犯罪被害者等支援担当者と管轄警察署担当者、支

援関係機関・団体との合同研修会を開催した。

　・開催日：９/３（火）、９/10（火）、９/19（木）

　・開催場所：県庁、浜松総合庁舎、東部総合庁舎

　・参加人数：計150人

【再掲】

犯罪被害者等支援の推進、県・市町窓口担当職員等による二

次的被害防止及び行政と警察、関係機関等が連携した途切れ

のない支援を目指し、窓口の充実や担当者の技術の向上に向

けた取組を行った。今後も継続して各種研修等を開催する。

県及び市町の男女共同参画に係る女性相談員を対象にＤＶ被

害者を含めた相談対応について研修会を実施した。

（開催日９/20、参加者28人）

女性相談センター主催女性保護・DV相談担当者研修会に講師

として参加した。

【再掲】

各健康福祉センター、市町の女性相談担当等を対象に、２回研

修会を実施した。

　・第１回女性保護担当職員・女性相談員研修：４/５（59人）

　・第２回女性保護担当職員・女性相談員研修：10/18(73人）

　・第３回女性保護担当職員・女性相談員研修：中止（新型コロ

ナウイルス対策のため）

【再掲】

女性保護・ＤＶ相談担当者研修会

　・５/10(藤枝26人）

　・５/17（賀茂９人）

　・５/24（中遠36人）

　・６/３（東部38人）

【再掲】

女性相談員事例検討会（開催日１/17、参加者25人）

事例検討会では困難ケースの対応についてスーパーバイズを

行い、女性相談員の専門性の向上を図った。

【再掲】

講師依頼により実施

　・警察学校講師(実施日11/28、２/19）

警察学校の講師派遣ではＤＶ対応や被害者の特性等について

説明した。

児童相談所 市町児童相談担当職員研修の開催（延べ17日で394人参加） 引き続き、市町児童担当職員等に対する研修を実施し、相談体

制の強化を図る。

10

犯罪被害者等に初期に

接する者の研修実施

精神保健福祉セン

ター

○こころの緊急支援活動研修（講義・演習）

　・対象：学校、行政、医療、警察職員

　・開催日：７/２（火） 参加者66人

　　　　　　　９/２（月） 参加者51人

こころの緊急支援活動に係る研修会を開催し、学校職員、医

療、行政及び警察職員等犯罪被害者等に最初に接する可能性

のある者に被害者等の心情等について理解を深めることがで

きた。今後も取組を継続する。

11

児童・生徒が犯罪被害

に遭遇したときの危機

対応研修の開催

教育委員会

（義務教育課）

なし 研修の内容や方法等を吟味し、実施の可能性を検討したい。

意見の反映（第22条）

取組（施策） 県機関 令和元年度の実施状況（成果） 検証結果等

1

アンケート調査の実施 警察本部 県政インターネットモニターアンケート（第７回）において、被害

者支援に係るアンケートを実施した。

アンケート結果については、令和２年度から策定作業を開始す

る｢第２次静岡県犯罪被害者等支援推進計画｣に反映させてい

く。

2

有識者の意見の反映 警察本部 推進計画に対する平成30年度の実施状況を検証する際、有識

者への意見聴取を実施した。

検証時に聴取した有識者からの意見について、内容を精査し、

意見を反映すべく検討を行った。今後も同種取組を継続して、

意見の反映に努めていく。

警察本部 なし 令和２年度に作成する第２次推進計画策定時にパブリックコメ

ントを実施する。

くらし交通安全課 なし なし

第２回担当者研修においては、住基支援措置に関する講義を

実施し、女性相談担当課だけでなく住民課職員も参加。それに

より、他課の女性相談に関する理解・協力の深まりに繋がっ

た。

3

パブリックコメントの実

施

引き続き、女性相談員向けの研修を開催し、相談員の資質向

上を目指す。

男女共同参画課

女性相談センター

9

ＤＶ被害者、児童虐待

に係る相談体制整備の

研修実施
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